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第一審である大阪地裁平成 31 年１月 29 日判決（裁判所 Web）（以下、「第一審判決」とい
う。）1は、最高裁平成 19 年４月 27 日判決民集 61 巻３号 1188 頁及び最高裁平成 19 年 4 月
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中国人が戦時中に被った損害の賠償請求権について、最高裁平成 19 年４月 27 日判決民集
61 巻３号 1188 頁及びほぼ同一の内容の同日の最高裁平成 19 年４月 27 日判決判時 1969 号
 
2 数多くの訴訟が提起されるに至った経過については、高木健一「日本に対する戦後補償運動の経緯と展
望」中川淳司・寺谷広司編『国際法学の地平 : 歴史、理論、実証 : 大沼保昭先生記念論文集』（東信堂、
2008 年）471 頁以下。 
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38 頁（以下、最高裁平成 19 年判決という。）は、サン・フランシスコ平和条約の枠組みと同
様の枠組みで日中共同声明５項により、中国国民の請求権は放棄され、裁判上訴求する権能
を失ったと判示し、それ以降の裁判例においても、同様の判示がなされている。本判決も、第












ウィーン条約法条約 31 条１項１項に続いて同条約 32 条（a）を摘示した上で、日中共同声明
５項の解釈に当たっては、同条約 32 条（a）により日中国交正常化交渉の交渉経緯が重要に
なると判示している。 















3 小松一郎『国際法（第２版）』（信山社、2015 年）281-282 頁。 
4 大阪高裁平成６年 10 月 28 日判決判時 1513 号 86 頁等参照。 
5 日本の国内裁判所の姿勢については、坂元茂樹『人権条約の解釈と適用』（信山社、2017 年）25 頁以下を
参照。 
6 浅田正彦『日中戦後賠償と国際法』（東信堂、2015 年）135 頁−138 頁。 
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ーン条約法条約の解釈規則を準用ないしは類推適用することができるものと解される7。 






























7 古谷修一「判批」小寺彰ほか編『国際法判例百選（第２版）』（有斐閣、2011 年）235 頁。 
8 小川芳彦『条約法の理論』（東信堂、1967 年）23 頁。 





権放棄論の系譜と最高裁四月二七日判決」『法律時報』80 巻４号（2008 年）85 頁。 
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年（昭和 54 年）６月 21 日に日本国において発効したものであり、遡及して適用される旨の
















11 民事判例集 51 巻３号 1233 頁(シベリア抑留事件) 
12 評釈として、萬歳寛之「判批」『令和元年度重要判例解説』（『ジュリスト』1544 号・2020 年）280 頁。 
13 申惠丰『国際人権法（第２版）』（信山社、2016 年）200 頁−205 頁。 
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14 最高裁平成 19 年判決のこの説示に対しては、批判も強い。泉澤・前掲注（10）87 頁。 
15 小畑・前掲注（10）380 頁は、損害賠償請求権を消滅させるのは日本国の意思によるものであるとする。 
16 最近、ソウル中央地裁が旧日本軍の元従軍慰安婦からの日本国に対する損害賠償請求を、国際法上国家に
認められる主権免除の適用を否定して賠償を命じた裁判例があり注目が集まっている（日経新聞 2021 年１
月８日）。 
